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１.　組織の概要

　　　　　　１．組織

　　　　　　　　　　名　称：　株式会社大川商会

　　　　　　　　　　設　立：　1967年8月

　　　　　　　　　　代表者：　代表取締役　松尾守

　　　　　　　　　　所在地：　名古屋市西区上名古屋2丁目23番10号

　　　　　　　　　　資本金：　1,000万円

　　　　　　　　　　売上高：　444百万円（2023年9月期）

　　　　　　　　　　従業員数：　14名（2023年9月現在）

　   　社　屋：　2階建て　床面積400㎡

　　　　　　　　　　事業活動：　防災設備・機材の販売、設計・施工・保守点検業務

　　　　　　　　　　対象範囲：　全組織・全活動

　　　　　　　　　　事業年度：　10月～9月

　　　　　　2．環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

　　　　　　　　　　環境管理責任者氏名：　代表取締役　松尾守

　　　　　　　　　　連絡先：TEL　052-531-1231

　　　　　　　　　　連絡先：FAX　052-532-1339

　　　　　　　　　　連絡担当者：　業務課　後藤美代子

　　　　　　　　　　連絡先：TEL　052-531-1231

　　　　　　　　　　次回発行予定：　2024年12月
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２．実施体制
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≪要求事項６．実施体制の構築≫

取締役会長 ・環境経営に関する統括責任

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間、技能、技術者を準備

・環境管理責任者を任命 ・環境方針の策定・見直し及び全従業員へ周知

・環境目標・環境活動計画書を承認 ・代表者による全体の評価と見直しを実施

・環境活動レポートの承認

環境管理責任者 ・環境経営システムの構築、実施、管理 ・環境関連法規等の取りまとめ票を承認

・環境目標・環境活動計画書を確認 ・環境活動の取組結果を代表者へ報告

・環境活動レポートの確認

環境事務局 ・環境管理責任者の補佐、EA21推進委員会の事務局

・環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施

・環境目標、環境活動計画書原案の作成 ・環境関連法規等取りまとめ表の作成

・環境活動の実績集計 ・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・環境活動レポートの作成、公開（事務所に備付けと地域事務局への送付）

課長・係長 ・自部門における環境経営システムの実施 ・自部門の従業員に対する教育訓練の実施

・自部門における環境方針の周知 ・特定された項目の手順書作成及び運用管理

・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告

・自部門の特定された緊急事態への対応のための手順書作成

　テスト、訓練を実施、、記録の作成 ・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

全従業員 ・環境方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

武藤　紘暉

防災営業グループ

（環境事務局）

代表取締役　松尾　守

業務グループ

取締役　松尾　由貴子

成田　知里

真子　恵美子

渡邊　拓己

環境管理責任者

代表者

業務課　後藤　美代子

係長　松本　寛

役割・責任・権限

竹内　功造

川島　隆聖

株式会社大川商会  実施体制図及び役割・責任・権限表

取締役会長　　大川　賢也

ＥＡ２１推進委員会

前川　大貴

（兼）代表取締役　松尾　守

≪営　業≫

課長　大隅　真富

≪設　備≫

顧問　松井　俊一郎



＜経営理念＞

当社は防災に携わる企業として、高い技術力と先見性を持ってお客様に「安全」を提案しお客様の

「満足」を獲得し　お客様の  「満足」  を  「信頼」  に変え、 「感動」  を与え、防災を通じて、環境保全

活動に積極的に取り組むことにより社会に貢献します。

＜環境経営指針＞

企業活動（消防用設備メンテンス・改修工事及び消防用販売における旧機器回収）が環境に与える

影響を正しく認識し、環境経営目標を定め、定期的に見直しを行い、継続的な改善に努めます。

１．　地球温暖化防止のために、二酸化炭素排出量の削減に取り組みます。

２．　廃棄物排出量の削減と資源リサイクルに取り組みます。

３．　使用する水の低減に取り組みます。

４．　環境に関する法律、規制、協定及び外部からの要求事項を遵守します。

５．　販売商品の環境配慮とリサイクルの推進に努めます。

この環境経営方針は、全ての社員に周知徹底し、社外に対しても公開するとともに環境に対する意識の

向上に努めます。

制定日：　2022　年　10　月　1　日

株式会社　大川商会

代表取締役　松尾　守
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3．環境経営方針



注)１．化学物質の使用はありません。

4

90%

80%

90%

（販売数の内、エコ商品の
占める割合で評価）

（販売数の内、エコ商品の
占める割合で評価）

①
エコマーク認定消火
器の販売促進

％

②
顧客使用消火器の
回収促進とリサイク
ル

（販売数と回収数の割合で
評価））

（販売数と回収数の割合で
評価））

（販売数の内、エコ商品の
占める割合で評価）

2．購入電力のＣＯ2排出係数は、0.473を使用。（実排出係数は中部電力の2012年を使用）

　　今後は「負荷の自己チェックの内容」（調整後の排出係数）を使用する。

90%

77.4%

（2022年度実績）
％

②
産業廃棄物排出量
の削減

7,600

（2022年度実績）（2022年度実績） （2022年度実績）
kg

17,000

4
販売商品の
環境配慮と
リサイクル推
進 80% 80%

（販売数と回収数の割合で
評価））

2024年度

kg

(2023.10-2024.9) (2025.10-2026.9)

2025年度

9,088これまでの永年の削
減取組の結果、これ
以上の削減は業務に
支障をきたすおそれも
あり、中期目標は2014
～2016年度の３年の
平均値以下とします。

（基準年）

基準値 2026年度

4．中期環境目標の設定

(2024.10-2025.9)
単　位

1-①
事務所内の
二酸化炭素
排出量削減

中期の環境目標環境目標
項　目

2
上水の節水

3
廃棄物排出
量の削減

業務量に伴い車両の
使用頻度が変動する
為、基準値および目
標値を走行距離当た
り二酸化炭素の排出
量の管理項目へ変更
し取組を継続します。

8.7

(基準値以下)

①
一般廃棄物排出量
の削減

（2013年度実績）

1-②
業務用車両の
二酸化炭素
排出量削減

生活用水のみの少量
使用のため、中期目
標は一人当たり上水
使用量を管理項目と
して基準値以下としま
す。

（2022年度実績）

812

（2014～2016年平均)

（2016年度実績）

227.4 227.4

8.7

kg-CO₂
(基準値以下)

（2014～2016平均)

7.0

9,088

（2022年度実績）

227.4

236

7,600 7,600

（2016年度実績）

(基準値以下)

236

(基準値以下)

(基準値以下)

236

8.7

（2022年度実績）

(基準値以下)

（2022年度実績）

（2022年度実績）

88.9%

kg-CO₂
/千km

㎥/人

227.4

（2026年度まで）

9,088

（2022年度実績）

9,088

（2022年度実績）



5．環境活動取組み内容

１）事務所内(冷暖房、照明、OA機器、都市ガス) の二酸化炭素排出量削減

「省エネラベル」の改善（表示を大きく） ＬＥＤ蛍光灯の削減（本数）駐車場、倉庫
必要以上の光源場所

「エコドライブ１０のすすめ」を車内に常備し意識向上を図る。 職場内環境方針の掲示
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①設定温度を定める。 → ２５度
　 使用していない部屋は電源を切る。

②エコドライブの意識向上（急加速・急発進の自粛）

活動取組内容

①車両点検の徹底

①車の更新時は、低公害車や低燃費車を導入

活動取組み内容現状の問題点

１．二酸化炭素排出量削減

用 途

業務用

２）業務用車両の二酸化炭素排出量削減

給湯

OA機器

現状の問題点

灯油

荷室に不必要な荷物を積みっ
ぱなしにしているため、燃費がわ
るくなっている。

夏季の冷房設定温度が低い。
使用時間が長い

照明

冬季の暖房設定温度が高い。
使用時間が長い

空調

冬季暖房

①設定温度を定める。 → ２８度
　 使用していない部屋は電源を切る。

休憩時間に消灯していない。必
要以上の光源については削減

未使用時も電源が入っている

車両の燃費が悪い。

③車内の整理整頓

①現状維持

②「省エネラベル」を改善（表示を大きく）し、貼り
　直ししてお互いに注意しあう。

都市ガス

ｴﾈﾙｷﾞｰの
種類

③休憩時間や使用していないOA機器は電源を
　切る。

ガソリン
軽油

ｴﾈﾙｷﾞｰの
種類

④効率的な運行計画の策定

用 途

電力

特に問題点は無い。



２．上水の節水

・節水意識の啓発と実践の徹底。
　　上水使用の蛇口に「節水ラベル」を貼り付けてお互いに注意しあう。

３．廃棄物排出量の削減

・資源、廃棄物分別一覧表による分別の徹底
・再資源化の推進

分別ボックスの設置 　　資源、廃棄物分別一覧表 整理整頓区割りとチェック表
【写真貼付欄】

４.販売商品の環境配慮とリサイクル推進
１)エコマーク認定消火器の販売促進
２）顧客使用済消火器の回収促進とリサイクル

メーカー返却用回収消火器 消火器内の回収薬剤 リサイクル回収依頼時の
（放射試験回収薬剤） 安全処置方法表示

（小型充電式電池）
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エコマーク認定消火器の販売促進

≪保守点検サービスの啓蒙≫
各種消火設備、避難・警報設備の法定保守点検
各種消火設備、避難・警報設備の修理補修
消火薬剤の詰替え、廃棄処理

環境にやさしい中性強化液消火器による消火訓練の提案と実施

アルミ製消火器のリサイクルシステム

合格

7

消火器メーカー
薬剤再生

工業会委託
運搬者

大川商会

消火器放射
試験回収薬剤

廃棄処分

廃棄処分

粉末
消火薬剤

液体薬剤

ゴム・プラ
スチック類

廃棄処分
解体
工場

溶解･再生

合金ﾒｰｶｰ

ｱﾙﾐ合金･
鉄素材化

ｱﾙﾐ素材
化

圧延メーカー
溶解・再生



6．環境活動取組み結果と評価

１．二酸化炭素排出量削減
１）事務所内(冷暖房、照明、OA機器、都市ガス) の二酸化炭素排出量削減

【取組み結果と評価】

引き続き社内での節電、ノー残業デーの設定などを徹底し、来年度も目標達成ができるように努めていきたい。

２）業務用車両の二酸化炭素排出量削減

【取組み結果と評価】

エコドライブ１０を全車に常備し、今後も常に意識していく。目標は達成できたが、来年度以降も達成
できるように、引き続き取り組んでいきたい。

評価基準：達成度による ○：100％以上、△：90％以上～100％未満、×90％未満
（達成率　計算式：削減目標＝目標/実績、増加目標=その逆数　以下、同基準による。）
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排出量

32,141

627

CO₂排出量（事務所内 ）

13,844

CO₂排出量
／走行距離

km 142,343

使用量
走行距離

2023年度目標(＝基準値(2013年度)以下) 2023年度実績

単 位  

軽油 5,563
19,390

―

45,017

％

7,335

使用量

全走行距離 197,990

使用量
走行距離

項　目

ガソリン
（単位：ｋｇ-CO₂)

―

○

225.8―

100.7%

○104.0%

L
L 2,396

CO₂排出量（社外(業務用車) ）

排出量

（単位：ｋｇ-CO₂)

5,867

電力従量

―

項　目
単 位  

ｋWh
電力低圧

252L灯　　　油

2023年度目標

都市ガス
―

m
3

9,088CO₂排出量計 ｋｇ-CO₂ 8,735

2023年度実績

（単位：ｋｇ-CO₂)
排出量

6

16,2302014～2016の平均を基準とする

2,527

達成率・評価 ％

ｋｇ-CO₂
／千ｋｍ

12

達成率・評価

227.4―



２．上水の使用削減

【取組み結果と評価】

節水意識を徹底し、節水意識の向上を図っていきたい。

３．廃棄物排出量の削減

【取組み結果と評価】

一般廃棄物排出量の目標達成に関してはリサイクルや分別意識の向上が結果に繋がった。
引き続き意識向上に努めていきたい。産業廃棄物に関しても削減となったが、業務内容によって
左右される傾向があり、達成が困難な場合もあるため、今後も排出量削減の意識をもって取り組んでいきたい。

４．販売商品の 環境配慮と リサイクル推進
１)エコマーク認定消火器の販売促進
２）顧客使用済消火器の 回収促進とリサイクル

【取組結果と評価】

エコマーク付き消火器の推奨は引き続き取り組んでいるが、一部顧客のニーズがエコマーク付き消火器の
対象にならず、わずかに達成に至らなかった。顧客消火器回収に関しては、年度内の業務内容によって
左右される傾向にあるため、目標は達成したが今後も少しでも販売本数に回収本数を近づけれるよう
取り組んでいきたい。
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販売本数の回収数の割合 94%
118.0% ○

207.3% ○

134.4% ○

6,309

99.3% △

エコマーク商品 本

90.0%

80.0%

％

％ 77.4%

本

89%

139㎥ ―

項　目 単 位  

人 員
上　水

2023年度
目　標

5,582

120

6,662
88.9%

8.6

7,500

×81.1%

193

2023年度
実　績

上水使用量
基準値

(2014-2016平
均）

20.0 14.0

㎥/人
使用量

/1人あたり

―

廃棄物排出量

基準値
(2016年度実

績）

2023年度
目　標

400

7.0

2023年度
実　績

7.0

達成率・評価

項　目

単 位  

達成率・評価

顧客消火器回収

達成率・評価

―
ｋｇ産業廃棄物

達成率・評価

販売本数の内エコマーク
商品の割合

％

達成率・評価

単 位  

17,000
――

ｋｇ 812
％

人

％

2023年度
目　標

一般廃棄物

エコマーク認定消火器の販売促進

基準値
(2022年度実

績）

販売本数 本 7,057

2023年度
実　績

項　目

―



7．次年度の取組み

2024年度は、下記目標・事項に取り組みます。
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項目

80%

事務所内の二酸化
炭素排出量削減

・エアコン使用時間の制限
(残業時間の削減)

総
排
水
量

・顧客消火器の回収
・顧客消火器の更新計画に沿っ
た営業活動展開

基準値

9,088ｋｇ-CO2

(2014～2016年平均)

・使用場所(用途)に応じて節水
の意識の再確認

販
売
商
品
の
環
境
配

慮
と
リ
サ
イ
ク
ル
推

進

エコマーク認定消火
器の販売促進

(2022年度実績)

廃
棄
物
の
削
減

リ
サ
イ
ク
ル 産業廃棄物排出量

の削減

17,000ｋｇ

顧客使用済消火器
の回収と再資源化

77.4%

88.9%

(2022年度実績)

2024年度の取組み

(基準値以下)

・車両の整備
(ｵｲﾙ交換、ﾀｲﾔ交換)
・社内装備品の軽減
・客先訪問の地域別の見直し

90%

(基準値以下)

2024年度目標

227.4kg-CO₂/千km

(2023.10-2024.9)

・分別場所の整理整頓
・分別徹底による再資源化

8.7㎥/人

(2022年度実績)

7,600ｋｇ

(2016年度実績) (2022年度実績)

一般廃棄物排出量
の削減

（販売数と回収数の割合
で評価）

(2016年度実績)

236ｋｇ

(2022年度実績)

812kg

・分別場所の整理整頓

・エコマーク認定消火器の積極
的啓発活動（販売数の内、エコ商品

の占める割合で評価）

上水の節水
(2014～2016年平均)

7.0㎥/人

9,088ｋｇ-CO2
二
酸
化
炭
素
排
出
量

227.4kg-CO₂/千km

環境目標項目

業務用車両の二酸
化炭素排出量削減

（2013年度実績）



Ⅰ．環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果

1． 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
同上　施行規則
愛知県条例　　 県民の生活環境の保全等に関する条例
名古屋市条例　名古屋市産業廃棄物等の適正な処理及び資源化の促進に関する条例
名古屋市条例　名古屋市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
名古屋市条例　名古屋市空き缶等の散乱の防止に関する条例

要求事項 廃棄物の適正処理、発生抑制、再資源化推進、再利用、廃棄物保管場所の設置と看板掲示

適正業者との契約、管理表(ﾏﾆﾌｪｽﾄ)の発行と保存、管理表交付状況報告書の提出

適正処理の情報提供、及び国・県・市の施策への協力

2． 労働安全衛生法
要求事項 化学物質等の有害性等の調査及び健康障害防止措置

化学物質の掲示、備付け及び周知
指定化学物質等の譲渡時、性状及び取扱情報の提供義務(MSDSの提供)

3． 高圧ガス保安法
要求事項 高圧ガスの製造、貯蔵、移動、消費時の取扱規制基準の順守

4． 特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律
名古屋市条例　市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例

要求事項 特定物質の排出の抑制及び使用の合理化
オゾン層破壊物質の適正な回収・処理と、排出防止

5． 愛知県条例　　 県民の生活環境保全等に関する条例
名古屋市条例　市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例

要求事項 自動車の駐停車時、従業員へ原動機を停止するよう指導
駐車場内において自動車の原動機を停止すべきことを周知するための措置
アイドリングストップの励行

6． フロン排出抑制法
要求事項 空調機器等の適正設置、フロン類のみだり放出禁止、定期・簡易点検・記録の保存

7. 取引先様からのグリーン調達ガイドライン
要求事項 環境管理システムの構築

順守状況 上記法律・条例に関し、全て順守しています。

Ⅱ．環境関連法規への違反、訴訟等の有無

環境関連法規への違反は有りません。　なお、関係当局よりの違反等の指摘は
過去３年間有りません。

遵守評価日　2023年12月1日
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8．環境関連法規等の遵守状況の確認及び評
価の結果並びに違反、訴訟等の有無



9．代表者による全体評価と見直しの結果

・環境経営方針
弊社は、環境保全、また持続的な環境改善に対して、常に最善でなければならないと考えています。活動状況
を見る限り、目標数値に達成していない項目がみられることもあり、改善に対する意識が薄れているように感じら
れます。今後は、エコアクション担当者だけではなく、全社員がもう一度エコアクションの重要性を認識し、前向
きな取り組みを期待します。

・環境目標・計画
経済の動向や、取引先企業の経営状況により、弊社の受注内容は大きく影響を受けます。
二酸化炭素排出量削減の達成を果たしたことは、一定の評価に値すると考えます。次年度以降も引き続き
目標達成できるよう今一度社内全体で環境活動への取り組みを意識してまいります。
上水使用量、販売商品の環境配慮とリサイクル推進は目標値を達成できませんでした。
この結果については反省し、次年度は達成できるよう努めてまいります。

・実施体制
エコアクションは社内全体で取り組むべき課題であることを、社員全員が認識し、社員一人
一人が関心をもって主体的に取り組むことが、重要であると考えます。

　　　　　　2023年12月1日　　松尾　守
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